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1.  平成24年3月期の業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 20,852 △4.3 1,050 △23.9 1,082 △22.8 583 △27.0

23年3月期 21,795 1.3 1,379 △15.7 1,401 △15.9 799 △14.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 71.14 ― 4.6 5.3 5.0
23年3月期 97.52 ― 6.6 7.0 6.3

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 20,488 12,727 62.1 1,552.84
23年3月期 20,478 12,407 60.6 1,513.82

（参考） 自己資本   24年3月期  12,727百万円 23年3月期  12,407百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 1,529 △639 △245 5,670
23年3月期 694 △43 △280 5,026

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 5.00 ― 25.00 30.00 245 30.8 2.0
24年3月期 ― 5.00 ― 17.00 22.00 180 30.9 1.4

25年3月期(予想) ― 5.00 ― 17.00 22.00 30.1

3. 平成25年 3月期の業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 21,000 0.7 1,050 0.0 1,050 △3.0 600 2.9 73.20



※  注記事項 

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 8,197,500 株 23年3月期 8,197,500 株

② 期末自己株式数 24年3月期 1,291 株 23年3月期 1,291 株

③ 期中平均株式数 24年3月期 8,196,209 株 23年3月期 8,196,262 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。業績予測は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績は、今後様々な要因により予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、２ペ
ージ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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（1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による落ち込みから緩やかに持ち直しているものの、欧州

の財政不安や円高の長期化、電力供給の制約や原油価格の上昇等、国内外で不安定要因が相次ぎ、景気の先行きは依

然として不透明な状況で推移しました。 

建設業界におきましては、公共投資、民間投資とも持ち直しの動きがみられましたが、本格的な回復基調には至ら

ず、予断を許さない状況が続いております。 

このような状況下にあって当社は、空調計装関連事業の新設工事においては「営業力強化と安定的な受注量確

保」、空調計装関連事業の既設工事においては「低炭素社会のニーズに応える事業展開」、産業計装関連事業におい

ては「システムエンジニアリング力と品質管理の向上」を対処すべき課題として掲げ、事業展開してまいりました。

その結果、受注高につきましては、産業計装関連事業において増加したものの、空調計装関連事業において減少

し、20,290百万円（前期比1.7%減）となりました。 

売上高につきましても、産業計装関連事業において増加したものの、空調計装関連事業において減少し、20,852

百万円（同4.3%減）となりました。 

利益面につきましては、売上高の減少及び空調計装関連事業の新設工事において採算性が厳しい状況であったこ

とに伴い、営業利益が1,050百万円（同23.9%減）、経常利益が1,082百万円（同22.8%減）、当期純利益は583百万円

（同27.0%減）となりました。なお、税制変更に伴う繰延税金資産の取り崩し等により、72百万円を法人税等調整額

として計上しました。 

②事業別の状況 

〔空調計装関連事業〕 

空調計装関連事業につきましては、受注工事高は、既設工事における大型物件の減少等により、17,411百万円（前

期比4.0%減）となりました。内訳は、新設工事が5,501百万円（同1.7%減）、既設工事が11,909百万円（同5.1%減）

でした。 

完成工事高は、新設工事における大型物件の減少等により、17,899百万円（同8.3%減）となりました。内訳は、新

設工事が6,434百万円（同14.2%減）、既設工事が11,465百万円（同4.6%減）でした。 

次期繰越工事高は、新設工事の減少により、8,331百万円（同5.5%減）となりました。 

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、348百万円（同10.5%減）となりました。 

総じて、空調計装関連事業の受注高は17,759百万円（同4.2%減）、売上高は18,248百万円（同8.3%減）となりまし

た。 

〔産業計装関連事業〕 

主に工場や各種搬送ライン向けに、空調以外の計装工事及び各種自動制御工事を行う産業計装関連事業につきま

しては、受注工事高は、搬送工事の増加等により、2,186百万円（前期比20.8%増）となりました。 

完成工事高は、電気工事、設備工事の増加等により、2,259百万円（同43.2%増）となりました。 

次期繰越工事高は、電気工事の減少等により、788百万円（同8.5%減）となりました。 

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、344百万円（同11.6%増）となりました。 

総じて、産業計装関連事業の受注高は2,531百万円（同19.5%増）、売上高は2,604百万円（同38.0%増）となりま

した。 

③次期の見通し 

平成25年３月期の業績予想につきましては、受注高21,500百万円、売上高21,000百万円、営業利益1,050百万円、

経常利益1,050百万円、当期純利益600百万円をそれぞれ見込んでおります。 

（2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ10百万円増加し 百万円となりました。流動資産につき

ましては、前事業年度末に比べ 百万円増加し 百万円となりました。これは、主に有価証券の増加によるもの

であります。固定資産につきましては、前事業年度末に比べ 百万円減少し 百万円となりました。これは、主

に投資有価証券の減少によるものであります。 

負債につきましては、前事業年度末に比べ 百万円減少し 百万円となりました。これは、主に流動負債にお

いて未成工事受入金が減少したことによるものであります。 

純資産につきましては、前事業年度末に比べ 百万円増加し 百万円となりました。これは、主に当期純利

益の計上による利益剰余金の増加によるものであります。 

１．経営成績

20,488

39 16,819

29 3,669

309 7,761

319 12,727
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②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ 百万円増加し

百万円（前期比 ％増）となりました。当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は 百万円（同 ％増）となりました。 

これは、主に法人税等の支払額 百万円及び未成工事受入金の減少 百万円に対して税引前当期純利益の計上

百万円及び未成工事支出金等の減少 百万円があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は 百万円（前年同期は 百万円の使用）となりました。 

これは、主に投資有価証券の取得による支出 百万円及び有形・無形固定資産の取得による支出が 百万円あ

ったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は 百万円（同 ％減）となりました。 

これは、配当金の支払によるものであります。 

  

（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

（注）1.各指標の内容 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）より算出しております。 

3.キャッシュ・フロー対有利子負債比率は、有利子負債が存在しないため記載しておりません。 

4.インタレスト・カバレッジ・レシオは、支払利息の発生がないため記載しておりません。 

  

  

644

5,670 12.8

1,529 120.2

669 449

1,079 718

639 43

429 159

245 12.3

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

自己資本比率（％）  55.4  61.1  60.6  62.1

時価ベースの自己資本比率（％）  23.7  25.1  24.7  24.2
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当社は建設業法により、特定及び一般建設業者として国土交通大臣許可を受け、ビルディングオートメーション及

びファクトリーオートメーション等自動制御システムの設計・施工等及び自動制御機器類の販売並びにこれらに関連

する事業を行っております。 

当社の事業は、空調計装関連事業と産業計装関連事業とに区分され、その内容は次のとおりであります。 

（空調計装関連事業） 

空調計装関連事業は、オフィスビル、工場、病院、研究所、学校、商業施設等の非居住用建築物に対する空調計装

分野を対象とした事業で、「空調計装工事」としてその建築物の新設、増設又は改修に伴う空調自動制御システムの

設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行うほか、「制御機器類販売」として自動制御盤、センサー、サーモスタ

ット等、空調を自動制御するための機器類を販売しております。 

なお、空調計装関連事業は、新設建築物を対象とする新設部門と、既設建築物の維持、補修、更新を対象とする既

設部門とに区分して事業展開をしております。 

（産業計装関連事業） 

産業計装関連事業は、空調計装以外のあらゆる計装分野を対象とした事業で、「産業計装工事」として各種自動制

御システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行っております。代表的なものとしては食品、薬品工場等の

各種生産工程における自動制御システムや、郵便局、新聞社等の搬送ラインにおける自動制御システムの設計、施工

等があげられます。そのほか、「制御機器類販売」として調節計、流量計、工業用バルブ等の制御機器類を販売して

おります。 

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

２．企業集団の状況
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（１）会社の経営の基本方針 

当社は、「高い目標に挑戦する」「お客様に満足を提供する」「広く社会に貢献する」を経営理念とし、昭和34

年の創業以来、オフィスビル、工場、病院、研究所、学校、商業施設等の空調自動制御の設計から施工、メンテナ

ンスに至るまで、一貫したサービスを提供する「空調計装エンジニアリング会社」のパイオニアとして、お客様の

快適な環境づくりのお手伝いをさせて頂いてまいりました。 

当社は、長い歴史で培ってきた計装の総合力を以って、省エネ化、快適化された低炭素社会の実現に貢献し、ス

テークホルダーの皆様と共に栄え、成長することを目指し、投資家の皆様のご期待に応えてまいる所存でございま

す。 

（２）目標とする経営指標 

当社は、「収益重視の事業展開」を旨としていることから、株主の資金と利益の相関を表すROE（自己資本当期

純利益率）10％以上の持続的な達成を目標としております。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、中長期的な経営指針として経営ビジョン「New Design For The Next ～「計装」の総合力で、未来を拓

く」を制定しております。 

当経営ビジョンの骨子は「『New Design（新しい構想、新しい企画、新しい設計）』でお客様にバリュー（価

値）を提供し（for the Customer）、企業として成長し（for the Success）、永続的な企業を目指す（for the 

Future）」というものであります。 

具体的には、以下の３つのパートに分解されます。 

①New Design for the Customer 

・「計装」の総合力でお客様のニーズを拓く 

②New Design for the Success 

・「計装」の総合力で事業を拓く 

③New Design for the Future 

・「計装」の総合力で新たな領域を拓く 

当社ではこれらの項目について年度ごとに具体策を立案・計画化し、取り組んでまいります。 

（４）会社の対処すべき課題 

建設業界においては、全体的に持ち直しの動きがみられるものの、計装工事業界においては、新設物件を中心

に受注価格の下落傾向が続いており、量の確保と採算性の両立をどのように図っていくかが課題となります。 

こうした状況を踏まえ、当社では以下の３点を事業別の対処すべき課題と位置付けております。 

①空調計装関連事業の新設工事においては、「既設工事に繋がる物件の受注」 

②空調計装関連事業の既設工事においては、「営業力強化による受注量の拡大」 

③産業計装関連事業においては、「計装及び付帯設備工事一括受注の増加」 

当社は、これらの対処すべき課題の解決に向け、各事業及び本社機能に明確かつ詳細なミッションを定め、事業

展開してまいります。 

（５）その他、会社の経営上重要な事項  

該当事項はありません。 

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 2,526,566 2,970,981

受取手形 932,113 914,692

完成工事未収入金 6,546,458 6,346,065

売掛金 185,773 170,266

有価証券 2,607,720 3,208,565

未成工事支出金 3,384,671 2,666,162

商品 16,761 16,999

材料貯蔵品 10,616 18,789

前払費用 72,812 80,477

繰延税金資産 436,251 369,190

その他 83,352 67,020

貸倒引当金 △23,058 △9,673

流動資産合計 16,780,040 16,819,537

固定資産   

有形固定資産   

建物 536,837 515,690

減価償却累計額 △277,598 △264,162

建物（純額） 259,238 251,528

構築物 18,109 18,109

減価償却累計額 △13,775 △14,622

構築物（純額） 4,333 3,487

機械及び装置 1,170 1,170

減価償却累計額 △1,026 △1,051

機械及び装置（純額） 143 118

工具器具・備品 411,617 431,534

減価償却累計額 △300,475 △340,364

工具器具・備品（純額） 111,142 91,170

土地 621,297 621,297

有形固定資産合計 996,155 967,600

無形固定資産   

借地権 － 2,850

商標権 3,913 3,200

ソフトウエア 248,500 201,666

ソフトウエア仮勘定 8,652 8,967

電話加入権 3,953 3,953

無形固定資産合計 265,019 220,637
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,417,539 1,194,367

出資金 60,110 40,100

従業員に対する長期貸付金 3,497 2,080

破産更生債権等 20,684 29,917

長期前払費用 7,474 6,928

繰延税金資産 277,310 277,631

保険積立金 51,484 335,848

差入保証金 594,587 592,981

その他 25,155 30,915

貸倒引当金 △20,690 △29,920

投資その他の資産合計 2,437,154 2,480,852

固定資産合計 3,698,330 3,669,090

資産合計 20,478,370 20,488,627

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,313,186 1,234,017

工事未払金 2,266,141 2,661,005

買掛金 200,421 209,397

未払金 63,727 42,651

未払費用 830,426 884,429

未払法人税等 676,874 427,687

未払消費税等 294,310 302,070

未成工事受入金 1,456,217 1,006,913

前受金 2,474 199

預り金 38,868 70,430

完成工事補償引当金 25,160 28,929

工事損失引当金 234,065 167,688

その他 － 2,334

流動負債合計 7,401,873 7,037,756

固定負債   

退職給付引当金 424,184 452,110

役員退職慰労引当金 244,706 271,345

固定負債合計 668,890 723,455

負債合計 8,070,764 7,761,211
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 470,494 470,494

資本剰余金   

資本準備金 316,244 316,244

資本剰余金合計 316,244 316,244

利益剰余金   

利益準備金 89,686 89,686

その他利益剰余金   

別途積立金 9,960,000 10,560,000

繰越利益剰余金 1,603,218 1,340,418

利益剰余金合計 11,652,904 11,990,104

自己株式 △875 △875

株主資本合計 12,438,767 12,775,967

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △31,162 △48,551

評価・換算差額等合計 △31,162 △48,551

純資産合計 12,407,605 12,727,416

負債純資産合計 20,478,370 20,488,627

日本電技(株)（1723）平成24年３月期決算短信（非連結）

8



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高   

完成工事高 21,097,499 20,159,846

商品売上高 697,750 692,595

売上高合計 21,795,250 20,852,441

売上原価   

完成工事原価 15,494,286 14,940,770

商品売上原価   

商品期首たな卸高 14,294 16,761

当期商品仕入高 606,573 612,121

他勘定受入高 4,562 7,685

合計 625,430 636,568

他勘定振替高 111,759 130,349

商品期末たな卸高 16,761 16,999

差引 496,909 489,219

売上原価合計 15,991,196 15,429,990

売上総利益 5,804,053 5,422,451

販売費及び一般管理費   

役員報酬 261,952 249,682

従業員給料手当 2,165,456 2,165,618

退職給付費用 97,579 95,009

役員退職慰労引当金繰入額 51,088 33,994

法定福利費 322,087 324,752

福利厚生費 42,123 53,486

修繕維持費 45,709 46,428

事務用品費 93,556 124,100

通信交通費 207,419 198,674

広告宣伝費 19,627 14,258

貸倒引当金繰入額 2,170 －

交際費 47,814 45,173

地代家賃 408,418 394,457

減価償却費 169,548 152,312

租税公課 51,408 49,791

保険料 23,242 20,042

その他 414,861 404,177

販売費及び一般管理費合計 4,424,064 4,371,958

営業利益 1,379,989 1,050,492
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 17,587 17,214

受取配当金 13,967 15,628

受取事務手数料 7,923 8,268

雑収入 16,898 22,292

営業外収益合計 56,376 63,404

営業外費用   

デリバティブ評価損 21,425 26,295

シンジケートローン手数料 10,000 －

雑損失 2,970 5,275

営業外費用合計 34,396 31,570

経常利益 1,401,970 1,082,326

特別損失   

固定資産除却損 3,945 2,626

投資有価証券評価損 1,635 －

賃貸借契約解約損 － 690

特別損失合計 5,581 3,316

税引前当期純利益 1,396,389 1,079,009

法人税、住民税及び事業税 661,700 423,502

法人税等調整額 △64,590 72,421

法人税等合計 597,109 495,923

当期純利益 799,279 583,085
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 470,494 470,494

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 470,494 470,494

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 316,244 316,244

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 316,244 316,244

資本剰余金合計   

当期首残高 316,244 316,244

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 316,244 316,244

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 89,686 89,686

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 89,686 89,686

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 9,360,000 9,960,000

当期変動額   

別途積立金の積立 600,000 600,000

当期変動額合計 600,000 600,000

当期末残高 9,960,000 10,560,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 1,682,615 1,603,218

当期変動額   

別途積立金の積立 △600,000 △600,000

剰余金の配当 △278,676 △245,886

当期純利益 799,279 583,085

当期変動額合計 △79,396 △262,800

当期末残高 1,603,218 1,340,418
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

利益剰余金合計   

当期首残高 11,132,301 11,652,904

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △278,676 △245,886

当期純利益 799,279 583,085

当期変動額合計 520,603 337,199

当期末残高 11,652,904 11,990,104

自己株式   

当期首残高 △765 △875

当期変動額   

自己株式の取得 △110 －

当期変動額合計 △110 －

当期末残高 △875 △875

株主資本合計   

当期首残高 11,918,275 12,438,767

当期変動額   

剰余金の配当 △278,676 △245,886

当期純利益 799,279 583,085

自己株式の取得 △110 －

当期変動額合計 520,492 337,199

当期末残高 12,438,767 12,775,967

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △7,376 △31,162

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,786 △17,389

当期変動額合計 △23,786 △17,389

当期末残高 △31,162 △48,551

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △7,376 △31,162

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,786 △17,389

当期変動額合計 △23,786 △17,389

当期末残高 △31,162 △48,551
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 11,910,899 12,407,605

当期変動額   

剰余金の配当 △278,676 △245,886

当期純利益 799,279 583,085

自己株式の取得 △110 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,786 △17,389

当期変動額合計 496,706 319,810

当期末残高 12,407,605 12,727,416
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,396,389 1,079,009

減価償却費 191,258 176,104

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は
減少）

89,959 54,564

貸倒引当金の増減額（△は減少） 445 △4,154

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 10,160 3,768

工事損失引当金の増減額（△は減少） 150,991 △66,376

受取利息及び受取配当金 △31,554 △32,843

有形固定資産除却損 3,945 2,626

投資有価証券評価損益（△は益） 1,635 －

デリバティブ評価損益（△は益） 21,425 26,295

売上債権の増減額（△は増加） △690,233 224,088

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 40,820 718,508

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,206 △8,411

仕入債務の増減額（△は減少） 81,302 359,917

未成工事受入金の増減額（△は減少） 52,480 △449,244

未払消費税等の増減額（△は減少） △30,448 7,997

その他 △112,307 76,410

小計 1,170,065 2,168,259

利息及び配当金の受取額 32,917 31,175

法人税等の支払額 △508,168 △669,708

営業活動によるキャッシュ・フロー 694,814 1,529,726

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 330,000 100,013

有形固定資産の取得による支出 △84,828 △119,157

無形固定資産の取得による支出 △114,496 △40,247

投資有価証券の取得による支出 △213,980 △429,145

投資有価証券の償還による収入 18,755 102,100

貸付けによる支出 △1,280 －

貸付金の回収による収入 3,034 14,543

保険積立金の積立による支出 △7,069 △284,364

敷金及び保証金の差入による支出 △14,207 △4,576

敷金及び保証金の回収による収入 11,445 3,240

その他 28,988 17,730

投資活動によるキャッシュ・フロー △43,638 △639,864
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △1,440 －

自己株式の取得による支出 △110 －

配当金の支払額 △278,600 △245,567

財務活動によるキャッシュ・フロー △280,150 △245,567

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 371,025 644,294

現金及び現金同等物の期首残高 4,655,036 5,026,061

現金及び現金同等物の期末残高 5,026,061 5,670,356
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該当事項はありません。 

  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）重要な会計方針

項目 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．デリバティブ等の評価基準及び

評価方法 

デリバティブ 

時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

(1）未成工事支出金 

個別法による原価法 

  (2）商品及び材料貯蔵品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しております。 

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ３～50年

構築物 10～20年

機械及び装置 12年

工具器具・備品 ２～20年

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

  (3）長期前払費用 

均等償却によっております。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

  (2）完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保、アフターサービス等の費用の支出に備えるた

め、過去の補修費支出の実績割合に基づき必要と見積られる額を計上してお

ります。 

  (3）工事損失引当金 

受注工事の損失発生に備えるため、期末手持ち受注工事のうち損失の発生

が見込まれ、かつ金額を合理的に見積ることのできる工事について損失見積

額を計上しております。 
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項目 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額の

％を引当計上しております。 

100

６．収益及び費用の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）によっております。 

ロ その他の工事 

工事完成基準によっております。 

７．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

８．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(7）表示方法の変更

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（貸借対照表） 

前事業年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「保険積立金」は資産の総額の100分の１

を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度

の財務諸表の組替えを行っております。  

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示していた 千円

は、「保険積立金」 千円、「その他」 千円として組み替えております。 

  

（損益計算書） 

前事業年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「保険配当金」は、営業外収益の100分の10以下となっ

たため、当事業年度より「雑収入」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度

の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「保険配当金」に表示していた 千円は、

「雑収入」として組み替えております。 

  

（キャッシュ・フロー計算書） 

前事業年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「保険積立金の積

立による支出」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更

を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その

他」に表示していた 千円は、「保険積立金の積立による支出」 千円、「その他」 千円として組

み替えております。 

  

76,639

51,484 25,155

3,259

21,919 △7,069 28,988

日本電技(株)（1723）平成24年３月期決算短信（非連結）

17



   

該当事項はありません。 

(8)追加情報

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（法人税率の変更等による影響） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ

及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は従来の40.7％から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度

に解消が見込まれる一時差異等については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一

時差異等については35.6％となります。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金

額）は53,877千円減少し、法人税等調整額は49,705千円増加しております。 

(9）財務諸表に関する注記事項

（持分法損益等）
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１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社は、市場等の類似性を考慮した工事種類別のセグメントから構成されており、「空調計装関連事

業」及び「産業計装関連事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「空調計装関連事業」は、オフィスビル、工場、病院、研究所、学校、商業施設等の非居住用建築物

に対する空調自動制御システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行うほか自動制御盤、セン

サー、サーモスタット等空調を自動制御するための機器類を販売しております。「産業計装関連事業」

は、空調計装以外のあらゆる計装分野を対象として、主に食品、薬品工場等の各種生産工程や郵便局、

新聞社等の搬送ラインにおける自動制御システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行うほ

か、調節計、流量計、工業用バルブ等の制御機器類を販売しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であり

ます。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益の調整額△1,762,901千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント資産の調整額8,210,802千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産でありま

す。その主なものは、余資運用資金（現金預金、有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券

等）に係る資産等であります。 

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額143,901千円は、報告セグメントに帰属しな

い全社資産の設備投資額であります。その主なものは、全社使用目的のソフトウェア等でありま

す。 

４．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

（セグメント情報等）

セグメント情報

  

報告セグメント
調整額 

（注）1.2.3 

財務諸表
計上額 
（注）4 

空調計装
関連事業 

産業計装
関連事業 

計

売上高           

外部顧客への売上高 19,908,477 1,886,773 21,795,250  － 21,795,250

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － －  － －

計 19,908,477 1,886,773 21,795,250  － 21,795,250

セグメント利益 3,077,561 65,329 3,142,891  △1,762,901 1,379,989

セグメント資産 11,383,274 884,293 12,267,567  8,210,802 20,478,370

その他の項目 

減価償却費 38,524 5,652 44,177

 

 147,080 191,258

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
124,552 5,801 130,354  143,901 274,256
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当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益の調整額 千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント資産の調整額 千円は、報告セグメントに帰属しない全社資産でありま

す。その主なものは、余資運用資金（現金預金、有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券

等）に係る資産等であります。 

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 千円は、報告セグメントに帰属しない

全社資産の設備投資額であります。その主なものは、全社使用目的のソフトウェア等でありま

す。 

４．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

 （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

該当事項はありません。 

  

報告セグメント
調整額 

（注）1.2.3 

財務諸表
計上額 
（注）4 

空調計装
関連事業 

産業計装
関連事業 

計

売上高           

外部顧客への売上高 18,248,238 2,604,203 20,852,441  － 20,852,441

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － －  － －

計 18,248,238 2,604,203 20,852,441  － 20,852,441

セグメント利益 2,406,144 404,195 2,810,340  △1,759,847 1,050,492

セグメント資産 9,827,687 1,499,270 11,326,957  9,161,669 20,488,627

その他の項目 

減価償却費 41,086 5,085 46,172

 

 129,931 176,104

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
36,636 2,533 39,169  66,623 105,793

△1,759,847

9,161,669

66,623

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,513.82円 

１株当たり当期純利益 97.52円 

１株当たり純資産額 1,552.84円 

１株当たり当期純利益 71.14円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載をしておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載をしておりません。 

  
前事業年度

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当期純利益（千円）  799,279  583,085

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  799,279  583,085

期中平均株式数（千株）  8,196  8,196

（重要な後発事象）
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